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不確実性下の外来種管理 

Invasive Species Management under Uncertainty 

 

小谷 浩示(Koji Kotani) 

柿中 真(Makoto Kakinaka) 

松田 裕之(Hiroyuki Matsuda) 

 

外来種管理問題は世界中で認知され, 生態系・農業被害軽減にかかる最重要課題である。

他の資源管理と同様に, 外来種管理でも不確実性が存在し, それらを事前に考慮した管理

戦略が求められている。本稿は, 外来種が翌期にどの程度増殖するか分からないとする「過

程誤差」と政策決定者が現状の外来種個体数について不正確にしか把握できないとする「測

定誤差」という二つの不確実性に着目し, 外来種の最適管理戦略について分析する。 

 

Abstract 

As the invasive species management problem is recognized all over the world, this issue 

has indeed become important for the mitigation of ecosystem and agricultural damage. 

As with management of other resources, uncertainty exists regarding invasive species 

management, requiring careful consideration in advance of management strategies. 

This study analyzes an optimal management strategy on invasive species, focusing on 

two uncertainties: “process error,” where it is not known to what degree invasive species 

will proliferate in the next period; and "measurement error," where policy decision 

makers can only inaccurately grasp the present population of invasive species. 
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要　　　旨
外来種管理問題は世界中で認知され，生態系・農業被害軽減にかかる最重要課題である。他の資

源管理と同様に，外来種管理でも不確実性が存在し，それらを事前に考慮した管理戦略が求められ
ている。本稿は，外来種が翌期にどの程度増殖するか分からないとする「過程誤差」と政策決定者
が現状の外来種個体数について不正確にしか把握できないとする「測定誤差」という二つの不確実
性に着目し，外来種の最適管理戦略について分析する。
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1 緒　　言

外来種問題は今や世界中で認知され，生態系保護や農業被害軽減を目的として様々な対策が講じ

られるようになっている [(14)；(15)]。一般的に実行されている対策は，大きく二つに分類される。

一つは，外来種が海外から持ち込まれることを未然に防ぐ事前的管理，もう一つはすでに定着して

しまった外来種を捕獲するなどして個体数管理をする事後的管理である。本稿では，経済分析の対

象として，後者の事後的管理に着目する。

外来種管理が厄介な問題である理由の一つとして，古典的な再生可能資源管理問題とは異なり，

「根絶」という社会一般には聞こえの良い選択肢の存在があげられる。外来種の個体数が増加する
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につれて，農業被害や生態系破壊といった社会的損失が増大する。捕獲管理費用を考慮しないなら

ば「根絶」が最も合理的な施策であることは自明である。しかし，残念ながら現実はそう単純では

ない。現存の外来種個体数が捕獲によって減少するにつれて，一個体捕獲するのに要する捕獲努力

量は指数関数的に増大し，捕獲費用が一気に上昇することが一般的に散見される [(11)；(1)；(19)]。

既存の実証研究は，根絶の難しさを示す一つの逸話を残している。

外来種個体数の最初の 90～99%を捕獲する費用より，

最後の 10～1%を捕獲する費用の方が高くなり得る。

こうした状況は，言い換えれば，現存個体数の減少に伴う捕獲効率の悪化に起因する。我々は，こ

れを「捕獲効率の罠」と呼ぶこととし，外来種管理を困難にする大きな要因だと考えている。この

捕獲効率の罠に着目して，経済分析を行ったのが我々の以前の研究 [Kotani et. al.(7)]である。

しかし，捕獲効率の罠だけが外来種管理を困難にする要因ではない。一般的な再生可能資源管理

と同様に様々な不確実性が存在し，それらも外来種管理の成否を分ける大きな要因となる。不確実

性を考慮した再生可能資源管理を論じた既存の研究は多数存在するが，それらの殆どは，現存の個

体数を正確に把握できるという仮定の下に，過程誤差による最適管理戦略への影響を分析している。

その代表的な研究である Reed（16）は，過程誤差が定性的な結果には影響を与えず，過程誤差がな

い場合と同様に取り残し一定戦略が最適であることを示した。更に，過程誤差の度合いが増すにつ

れ，取り残し一定のレベルを上昇させることが最適であることを導いた。

残念ながら，現実の資源管理問題では，現存の個体数を正確に把握できる場合は稀である。より現

実に則した分析のためには，過程誤差のみならず測定誤差を同時に考慮する必要がある [(3);(17);(9)]。

外来種管理においても，殆どの場合，対象外来種の生態自体が未知であるため，現状の個体数推定

値が不正確である。本稿では，「過程誤差」と「測定誤差」という二つの不確実性を伴う動学モデル

上で最適政策を分析・考察する。

外来種の事後的管理に関する経済分析を行った研究は幾つかある。それらの何れも分析の基本的

枠組みとして，長期的社会損失の最小化を目的とし，最適管理戦略を導出している。Olson and Roy

（12）は過程誤差を考慮した離散時間動学モデルを構築し，どのような状況で根絶を目指すべきかを

分析した。Eisewerth and Johnson（4）は，決定論的枠組みで連続時間動学モデルを構築し，最適

制御を用いて平衡点がどのような因子によって影響を受けるのかを分析した。更に，Eisewerth and

van Kooten（5）は，測定誤差の存在の下でファジィ制御を適用し，最適管理戦略を導出した。し

かし，それら一連の研究は，我々が重視する「捕獲効率の罠」，つまり現存個体数が減少すればする

ほど，捕獲が困難になるという状況は考慮されておらず，一個数捕獲するのに必要な捕獲努力量は

現存個体数に対して独立という仮定を置いている。

既存研究の中で，唯一「捕獲効率の罠」を暗に考慮している研究は，Olson and Roy（13）であ

る。彼らは，捕獲効率という概念を用いずに一般的な関数形の下で，現存個体数に依存する捕獲費
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用を考慮して，最適管理戦略を特徴付けた。しかし，彼らの結果では，具体的に「捕獲効率の罠」が

最適戦略にどのように影響を与えているのかは分析対象ではなく，かつ，彼らの分析は決定論的で

不確実性を考慮していない。つまり，既存研究では，我々が着目する二つの要因，「捕獲効率の罠」

と「不確実性」の両方を同時に考慮し，最適管理戦略の導出を施した研究は未だ存在していない。

こうした状況を受けて，Kotani et. al.（7）は，決定論的枠組みにおける離散時間動学モデルを

構築し，捕獲効率が現存個体数に依存した場合の最適戦略を分析した。主な結果は以下のようにま

とめられる。まず，外来種の現存個体数に対する捕獲効率の感度がある一定以上に大きい場合には，

根絶を諦め取り残し一定戦略を採用することが最適である。反対に，捕獲効率の感度が低い状況で

は，根絶を狙うことが最適となり得る。その際，根絶を狙うべきか否かについては，現存の個体数

についてある基準点（Skiba point）が存在し，個体数がその基準点より大きい場合は根絶を諦め，

それ以下である場合には根絶を狙う戦略が最適となる。つまり，捕獲効率の感度が低いか高いかが

根絶を狙うべきか否かの判断基準となり得ることを提示している。

本稿では，我々の既存研究 Kotani et. al.（7）での捕獲効率の罠を考慮した数理モデルの上に，

「過程誤差」と「測定誤差」という二つの不確実性を考慮し，外来種の最適管理戦略について分析を

行う。はじめに，過程誤差のみを考慮した場合の最適管理戦略を分析し，次に測定誤差を加えて，

個々の不確実性に対し，「如何に外来種の捕獲管理戦略を変えていくべきか」を提示する。漁業管理

に代表される不確実性下での古典的な再生可能資源管理とは定性的に異なる，外来種特有の最適戦

略について議論することを試みる。更に，不確実性下で最適戦略を実行した場合に獲得される社会

厚生の現在価値について，個々の不確実性がどのような影響を与えうるのかについても考察する。

2 数理模型

先行研究で我々が構築したモデル，つまり，捕獲効率が外来種の現存個体数に依存する場合を考

慮した離散の無限期間動学モデルに，過程誤差と測定誤差の二つの不確実性を新たに加えたモデル

を構築する。過程誤差と測定誤差を，それぞれ独立した確率変数 Zg
t と Zm

t , t = 0, 1, 2, . . . ,∞で表
す。この二つの不確実性を表す確率変数はマルコフ性を満たし，動的計画法の適用が可能となる。

更に，それら不確実性は期待値 1でかつ有限サポート [1 − zk, 1 + zk], zk ∈ [0, 1)を持つ確率分布
Φk, k = {g,m}に従うと仮定する。政策決定者にとってこれらの確率分布は既知であるとする。
次に，過程誤差がどのように外来種の個体数に影響を与えるのかを説明する。t期の個体数（ス

トック）を xt，捕獲数を wt，取り残し量を st とすると，個体数 xt の状態方程式は

xt = Zg
t F (st−1), st = xt − wt （1）

と表される。F (·) は自己増殖関数と呼ばれ，取り残し量に対して微分可能の凸型で F (0) = 0 及
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び F ′(0) ∈ (1,∞)を満たすものとする。更に，一意の正の平衡点 F (τ) = τ が存在し，その点を

基準として，F (s) > sと F ′(s) ≥ 0，s ∈ (0, τ)，を満たすものとする。これらの仮定は，一般的
な再生可能資源管理モデルの状態方程式でも適用されている [Clark（2）]。翌期の個体数の期待値は

E(xt|st−1 = s) = F (s)となる。

さらに，測定誤差が状態変数 xtにどのような影響を及ぼすかを説明する。はじめに測定誤差が存

在する場合（zm > 0），政策決定者は真の個体数を知ることはできず，彼らが得られる情報は，個

体数推定調査による推定値mt のみである。その推定値を，以下のように定式化する。

mt = Zm
t xt. （2）

真の個体数がゼロであれば政策決定者の得る個体数推定値もゼロである。また，真の個体数が正で

あれば個体数推定値も正であるが，その場合，真の個体数と個体数推定値は必ずしも一致しないこ

とが上記の式（2）で表されている。政策決定者は今期の個体数推定値mt をもとに，当期の戦略を

決定しなければならない。

これまで説明してきた二つの不確実性を伴う数理モデルは，決定論的設定を内包している。二つ

の不確実性を表す確率変数 Zg
t と Zm

t に関するパラメータである zg と zm をゼロと設定した場合が

決定論的モデルに対応している。

次に，動学モデルの利得関数について説明する。まず，毎期の利得はその期の取り残し量から被

る社会的損失と捕獲費用の和とする。t期の社会的損失をD(st)とし，D(·)は stに対し単調増加か

つ凹型であると仮定する。一方，捕獲費用 C(wt, xt)は捕獲数と現存個体数に依存し，wt に対し単

調増加であるものとする。この捕獲費用が C(x, x) < ∞であれば，有限の費用で根絶可能である一
方，C(x, x) =∞ならば根絶不可能であることを意味する。そして，社会が毎期獲得する利得は，

u(xt, wt) = −D(xt − wt)− C(wt, xt). （3）

と表せる。

ここで，捕獲費用に関する議論を補足し，捕獲効率と捕獲費用を関連付ける。一般的に個体数に

依存する捕獲効率 q(xt)は

q(xt) = bxθ−1
t （4）

と定式化される。捕獲効率とは，一単位捕獲努力量あたりに対し，捕獲の対象となり得る個体数の

割合を意味する。この捕獲効率の式にはパラメータが二つある。bは単に個体数の単位を調整する

パラメータで，θは現存個体数に対する捕獲効率の感度を表す。θ ≥ 1であれば，現存個体数の減少

に伴い，捕獲効率が悪くなる。θ < 1であれば反対である。上記の捕獲効率に基づいて一単位努力

量あたりの捕獲数（CPUE: Catch per unit of effort）は

p(xt) = xq(xt) = bxθ
t （5）
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となる。もし一単位努力量あたりの費用が kであるならば，現存個体数が xtである時に，一個体捕

獲に要する費用は

c(xt) =
k

bxθ
t

, （6）

となる。この一個体に要する捕獲費用 c(xt)は，wt だけ捕獲を行う際の捕獲費用と以下のように関

連付られる。

C(wt, xt) =

Z xt

xt−wt

c(n)dn. （7）

これまでの捕獲効率に関する設定は，再生可能資源管理の分析では一般的であり，詳しい導出につ

いては以下の文献を参照して頂きたい [(16);(2);(10)]。重要なのは，捕獲効率の感度を表すパラメー

タ θが捕獲費用，特に一個体捕獲に要する費用の特徴に影響を与える点である。図 1が示している

通り，θが 1以上であるかないかは，現存個体数が減少した場合の捕獲の困難さを表しており，θが

大きくなればなるほど個体数減少に伴う一個体捕獲費用は一気に増大する。捕獲効率，その感度，

CPUE，そして捕獲費用との関係は図 1のようにまとめられる。

図 1 捕獲効率，CPUEと捕獲費用

p(x)

q(x)

c(x)

C(xt,wt)

xt-wt xt-wt

C(xt,wt)

c(x)

q(x)

p(x)

x x

x xx
xt

θ>1 θ<1

最後に，これまで説明してきたモデルを無限時間の離散動学モデルとして発展させる。前期の取

り残し量 st−1 を所与として，状態方程式（1）に基づいて確率的に今期の外来種個体数 xtが決定す

る。しかし，測定誤差が存在すれば，政策決定者が手にする情報は，式（2）に基づき確率的に決まる

個体数推定値mtである。政策決定者は，この個体数推定値に基づいてマルコフ戦略，つまり今期の
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目標捕獲個体数 yt を定めるものとする。このとき，今期の実際の捕獲個体数は wt = min{yt, xt}，
取り残し量は st = xt − wt と表される。

政策決定者は，外来種管理に関わる長期的社会費用の最小化を目的とするものと仮定する。この

場合，政策決定者が直面する問題は

max
{yt}∞t=0

E

( ∞X
t=0

ρtu(xt, wt)

)

s.t. xt = Zg
t F (st−1)

mt = Zm
t xt

wt = min{yt, xt}
st = xt − wt

（8）

と定式化され，ρ ∈ (0, 1)は経済割引率，Eは期待オペレーターである。この問題に対応するBellman

方程式は，

vt(mt) = max
yt

E{u(xt, wt) + ρvt+1(Z
m
t+1Z

g
t+1F (xt − wt))}, （9）

である。ここで，vt(mt)は動学モデルの評価関数であり，個体数推定値の関数となる。言い換える

と，ある戦略に基づいて目標捕獲個体数を決定し続けた場合に，社会が獲得する社会利得（費用）の

期待値である。

上記のモデルで不確実性の影響を分析する前に，決定論的動学モデルを構築した我々の先行研究

の結果を簡潔にまとめる。我々の先行研究では特に現存個体数に対する捕獲効率の感度を表すイン

デックス θ に着目して最適政策を議論している。本研究と関連している主な結果は以下の 2 点で

ある。

1. 現存個体数に対する捕獲効率の感度 θが十分に大きい場合，根絶を目指す戦略は最適とは

成り得ず，ある内点 s∗ > 0をターゲットとして取り残し一定戦略が最適戦略となる。

2. 現存個体数に対する捕獲効率の感度 θが十分小さい場合，根絶を目指す戦略が最適となり

得る。この場合，ある基準値（Skiba point）が存在して，現存個体数がその基準値よりも

小さいならば，根絶を目指し，また，大きい場合は放置する戦略が最適戦略となる。

3 過程誤差

このセクションでは，過程誤差のみを考慮した動学モデルで最適戦略について分析を行う。測定

誤差を表す確率変数 Zm
t は 1の定数（zm = 0）である。はじめに，最適戦略を特徴付けるため，今
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期の利得に関して以下のような変換を行う。

u(xt, wt) = −[Q(xt − wt)−Q(xt)]−D(xt − wt).

関数 Q(x) は Q(x) ≡ R M

x c(n)dn ∈ [0,∞] と定義され，捕獲により個体数を M = max{(1 +
zg)F (s)|(1 + zg)F (s) ≥ s, s ≥ 0}から xまで減少させるのにかかる費用を表す。ここで，一階・二

階微分は Q′(x) = −c(x) < 0及び Q′′(x) = −c′(x) > 0となる。以上の変換を適用することで動学

モデルの目的関数は，毎期の取り残し量 st のみに依存する関数として以下のように書ける。

E

( ∞X
t=0

ρtu(xt, xt − st)

)
= Q(x0) + E

( ∞X
t=0

ρtΓ(st, Z
g
t )

)
. （10）

Γ(st, Z
g
t ) ≡ −Q(st)−D(st) + ρQ(Zg

t F (st))は，今期に st を取り残したことから生じる社会的利

得の現在価値を表しており，その期待値は以下のようになる。

g(s) =

Z 1+zg

1−zg

Γ(s, z)dΦg(z) = −Q(s)−D(s) + ρ

Z 1+zg

1−zg

Q(zF (s))dΦg(z). （11）

ここで注目すべき点は，（8）式で定式化された動学モデルにおける最適戦略の導出は，毎期の取り

残し量 st を選択変数として，式 (10)を最適化することと同じことである。つまり，最適戦略を分

析する上で，g(s)の形状が sに対して凸であるかどうかが重要となる。

決定論的モデルでは，g(s)に対応する関数は，

h(s) = −Q(s)−D(s) + ρQ(F (s)), （12）

となる。その h(s)の形状は，これまで我々が説明してきたモデルの構成要素の中でも特に，捕獲効

率の感度 θに大きく依存する。θが十分に大きい場合，h(s)が sに対して凸型となり，かつある内

点 s̄ ∈ (0,M)で h(s)を最適化する最適解が存在する。この場合，内点 s̄をターゲットとした取り

残し一定戦略が最適となり，根絶戦略は最適とはなりえない。一方，θ が十分に小さい場合，h(s)

が sに対して凹型となり，根絶戦略が最適となり得る。これらの結果は，我々の先行研究における

決定論的動学モデルで解析的に導出した結果である。

過程誤差が存在する場合においても，決定論の場合の分析方法と同様に，g(s)を基に最適戦略の

特徴付けを試みる。決定論で取り残し一定戦略が最適の状況では，不確実性下でもある程度まで解

析的に最適戦略を分析できる。一方，決定論で根絶戦略が最適となり得る状況では，解析的分析は

困難である。故にここから先は，これら二つの状況に場合分けし，それぞれについて過程誤差が最

適戦略にどのような影響を与えるのか，解析的分析と数値計算実験を用いて結果を提示していく。
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3.1 取り残し一定戦略の場合

このサブセクションでは，決定論で取り残し一定戦略が最適である場合において，過程誤差が最

適戦略に与える影響を分析する。前述の通り，決定論においては，捕獲効率の感度 θが十分に大き

い場合に h(s)が凸型で内点の最適解 s̄を持ち，取り残し一定戦略が最適となる。過程誤差を考慮し

た場合の g(s)も同様に内点 σ ∈ (0,M)で最適解を持つものとして議論を進めていく。g が凸型で

最適解を持つ為の必要条件は，

g′(s) =

"
c(s)− ρ

Z 1+zg

1−zg

zc(zF (s))F ′(s)dΦg(z)

#
−D′(s) （13）

が s ∈ [0,M ]に対して単調減少となることである。c(s)は取り残し量が sのときにそこから限界的に

一個体だけ捕獲するのにかかる費用を表しており，また，ρ
R 1+zg

1−zg
zc(zF (s))F ′(s)dΦg(z)は，取り残し

量 sのときに限界的に一個体，より多く取り残すことから得られる捕獲費用削減の現在価値を表してい

る。故に，B(s) ≡ c(s)−ρ
R 1+zg

1−zg
zc(zF (s))F ′(s)dΦg(z)は，今期において sだけ取り残すことから得

られる捕獲費用におけるネット損益の現在価値と解釈できる。例えば，ρ
R 1+zg

1−zg
zc(zF (s))F ′(s)dΦg(z)

が相対的に c(s)より大きいならば，将来捕獲を行うよりも今期に捕獲を行うほうが得ということに

なる。

また，σと s̄の大小関係を調べるために，g(s)− h(s)について一階微分をとり整理すると，

g′(s)− h′(s) = ρF ′(s)

"
c(F (s))−

Z 1+zg

1−zg

zc(zF (s))dΦg(z)

#
（14）

となる。ここで，Reed（16）による分析と同様に，上記の式に Jensen不等式を適用すると，以下

のように σと s̄の大小関係は xc(x)の形状または θに依存することが示される。

結果 3.1 （1）θ > 1であるならば，xc(x)が xに対し凹型であり，σ < s̄；（2）θ = 1であるなら

ば，xc(x)が xに対し線形であり，σ = s̄；（3）θ < 1であるならば，xc(x)が xに対し凸型であり，

σ > s̄。

この結果を踏まえ，過程誤差の度合い zg が増加した場合に，σがどのように変化するのか更なる結

果を得ることが可能である。我々の仮定では，zg を大きくすると，過程誤差の期待値は 1のままで

誤差の幅だけが増え，二次の確率優位（second-order stochastic dominance）の条件を満たされてい

る。この場合，以下の結果を得る。

結果 3.2 θ > 1であれば，zg が大きくなるにつれ h′(s) − g′(s) > 0は上昇するため，σ は zg に

関して単調減少である。一方，θ < 1であれば，zg が大きくなるにつれ g′(s)− h′(s) > 0は上昇す

るため，σは zg に関して単調増加である。
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この結果は，θが 1以下であるかどうかによって，zg に対して σが単調減少であるか，単調増加で

あるかが決定されることを示唆している。

ここで留意すべき点は，過程誤差が存在する場合，g(s)の最適解 σ ∈ (0,M)を導出したとして

も，式（8）で定式化された動学的最適化問題の最適戦略を見つけたことにはならないという事実で

ある。決定論における最適戦略は，h(s)の最適解 s̄ ∈ (0,M)をターゲットとした取り残し一定戦

略であった。しかし，Reed（16）が示したように，過程誤差が存在する場合は，あくまで σは最適

戦略である取り残し一定のターゲット s∗の下限，つまり s∗ ≥ σでしかない。s∗ = σとなるために

は，σがセルフサステイニング（self-sustaining）という条件を満たすことが必要である。セルフサ

ステイニングの条件とは，ある確率分布 Φg(z) > 0を持つ過程誤差の全ての z ∈ [1− zg, 1 + zg]に

対して zF (σ) ≥ σ となることである。つまり，今期 σだけ取り残した場合，翌期の個体数が確率 1

で σより大きいならば，σはセルフサステイニングといえる。

g(s)と h(s)が凸型で内点の最適解を有し，かつ g(s)の最適解 σがセルフサステイニングである

ならば，過程誤差が存在している場合の最適戦略に関して，上記の結果 3.1と結果 3.2を直接適用

することができる。この場合，g(s)と h(s)が凸型で内点の最適解を有する条件を満たすためには θ

が小さくないときであることに注意する必要がある。まず，結果 3.1から，θ > 1であれば，過程

誤差がある場合の方がない場合に比して，取り残し一定戦略のターゲットをより低く設定すること

が最適戦略である一方，θ < 1であるならば，過程誤差がある場合の方がない場合に比して，取り

残し一定戦略のターゲットをより高く設定することが最適戦略である。更に，結果 3.2から，過程

誤差の度合い zg が増加した場合に取り残し一定戦略のターゲットがどのように変化するのかを考察

することができる。

結果 3.3 （σがセルフサステイニングである場合）θ > 1であれば，過程誤差 zg の増加は，最適戦

略である取り残し一定のターゲットを低下させる。逆に，θ < 1であれば，過程誤差 zg の増加は取

り残し一定のターゲットを上昇させる。

次に，g(s)と h(s)が凸型で内点の最適解を有するものの，σがセルフサステイニングの条件を満

たしていない場合を考察する。直感的に言えることは，我々の仮定では，過程誤差に関する不確実

性の度合い zg が大きくなるにつれ σ がセルフサステイニングではなくなるという事実である。こ

の点は，zg が 0と 1に近い極端な場合を想定すれば分かり易い。

σ がセルフサステイニングではない場合については，もはや解析的な分析は困難であるため，数

値計算実験を用いて分析を試みる。そのため，自己増殖関数 F (s)と社会損失関数D(s)等について

特定の関数を想定する。社会損失関数については，
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D(s) = a1s+
a2s

2

2
（15）

で，a1 ≥ 0, a2 > 0と仮定する。次に自己増殖関数については，典型的なロジスティック関数

F (s) = rs
“
1− s

K

”
+ s （16）

を仮定し，r > 0は内的自然増加率，K > 0は環境収容量である。この数値計算実験で適用する関

数は，我々が数理模型のセクションで紹介したモデルの基本的仮定を満たしており，同様の関数は

既存の研究でも用いられている [(13; 4)]。ここで数値計算実験によって最適戦略を導出するアルゴ

リズムは Judd（6）で紹介されている評価関数反復法（value function iteration algorithms）を適用

し，Matlabでコードを組んだ。

パラメータの基本設定としては，捕獲費用 c(x)について b = 1と k = 250；社会損失関数 D(s)

について a1 = 1 と a2 = 2；自己増殖関数 F (s) について r = 0.3 と K = 10；経済割引率につ

いて ρ = 0.95；捕獲効率の感度について θ = 1.1 とした。この設定では，決定論的動学モデル

での最適戦略は s̄ = 3.9 をターゲットとした取り残し一定戦略となる。この結果を基に，過程誤

差の程度を zg ∈ {0.25, 0.50, 0.75} と上昇させていく。数値計算実験での過程誤差の確率分布は，
前出の仮定を満たすサポート [1 − zg, 1 + zg]の一様分布を仮定する。この三つの過程誤差の程度

zg = {0.25, 0.50, 0.75}に対し，σはセルフサステイニングの条件を満たしていない。

図 2 ベースケース（取り残し一定戦略の場合）：
過程誤差の存在下での最適捕獲戦略
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図 2は過程誤差が増加するにつれて最適戦略がどのように変化するかを示しており，結果は以下

のようにまとめられる。

結果 3.4（σがセルフサステイニングでない場合）（1）取り残し一定戦略が最適戦略である；（2）過

程誤差の程度 zg が増加するにつれ，最適戦略である取り残し一定のターゲットは上昇する。
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はじめに，取り残し一定戦略が最適戦略であり続けるという定性的結果は過程誤差の程度 zg に依存

しない。次に，取り残し一定のターゲットが過程誤差の程度 zg に関して単調増加であるという点は

注目に値する。直感的な説明は以下のとおりである。過程誤差の程度が σをセルフサステイニング

でなくする程度に大きい場合には，それは同時に捕獲をすることなしに自然と翌期に個体数が減少

する確率が高くなることを意味している。このことは，捕獲に対してより消極的となることが捕獲

費用の削減につながることを示唆している。そのため，取り残し一定戦略という定性的結果に影響

を与えないものの，ターゲットを高めに設定するという戦略が最適となる。我々は，資源経済学の

分野で一般的に用いられる他の自己増殖関数や社会損失関数，さらには他のパラメータセットでも，

上述の数値計算実験例と同様の結果が定性的に得られることを確認した。

最後に，決定論で取り残し一定戦略が最適の場合において，σ がセルフサステイニングの条件を

満たす場合とそうでない場合の結果（結果 3.3及び結果 3.4）を基に，新たな結果を提示できる。そ

れは，過程誤差に関する不確実性の程度 zg が，最適戦略である取り残し一定のターゲットにどのよ

うな影響を与えるのか，である。θ > 1の場合と θ < 1の場合に分けて，以下のようにまとめるこ

とができる。ここで，zg がゼロに近い，もしくは十分に小さければ，σはセルフサステイニングで

あり，ある一定以上に大きいと σはセルフサステイニングでなくなることに留意する。

結果 3.5 [θ > 1の場合] zg が十分に小さい場合は，σ がセルフサステイニングであるため，σ を

ターゲットとした取り残し一定戦略が最適戦略となり，かつ zg の増加は最適戦略である取り残し一

定戦略のターゲット σを低下させる。一方，zg がある程度大きく，σがセルフサステイニングでな

くなれば，zg の増加は最適戦略である取り残し一定戦略のターゲットを上昇させる。つまり，zg が

ゼロから上昇するにつれて，最適戦略である取り残し一定戦略のターゲットは低下した後上昇する。

取り残しターゲットは U字型変化として特徴付けられる。

結果 3.6 [θ < 1の場合] zg が十分に小さい場合は，σ がセルフサステイニングであるため，σ を

ターゲットとした取り残し一定戦略が最適戦略となり，かつ，θ > 1の場合とは逆に zg の増加は最

適戦略である取り残し一定戦略のターゲット σを上昇させる。zg がある程度大きくなって σはセル

フサステイニングでなくなれば，θ > 1の場合と同様に zg の増加は最適戦略である取り残し一定戦

略のターゲットを上昇させる。つまり，zg がゼロから上昇するにつれて，最適戦略である取り残し

一定戦略のターゲットは常に上昇することになる。

結果 3.5と結果 3.6のより詳細な証明の説明については，Kotani et.al.（8）を参照していただきた

い。その論文では，外来種管理だけでなく，より一般的な再生可能資源管理でも，結果 3.5と結果

3.6と同様の定性的結果を得られることを提示している。
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3.2 根絶の場合

このサブセクションでは，決定論で根絶戦略，つまり一気に個体数をゼロにするべく捕獲するこ

とが最適戦略である場合に，過程誤差が最適戦略にどのような影響を与えるのかを分析する。決定

論で根絶が最適となり得る状況下で，かつ不確実性が存在する場合の最適捕獲戦略の解析的分析は

困難である。よって，数値計算実験の結果を基に議論する。

このサブセクションでの数値計算実験で用いる関数ならびにパラメータセットは前サブセクショ

ンで採用したものと同じである。唯一変更するものは，捕獲効率の感度で，θ = 0.5と設定する。こ

れは決定論で解析的に導出した命題において，十分に低い捕獲効率の感度に対応している。この状

況での決定論動学モデル上での最適戦略は，全ての個体数に対し即座に根絶に追い込むことである。

この動学モデルに三つの過程誤差の程度 zg ∈ {0.25, 0.50, 0.75}を想定し，それぞれの最適戦略を導
出することによって，過程誤差が最適戦略にどのような影響を与えるのかを示す。

図 3 ベースケース（根絶戦略の場合）:

過程誤差の存在下での最適捕獲戦略
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図 3は数値計算実験より求められた最適戦略の変化の結果を表している。過程誤差の導入が最適

戦略に Skiba pointと呼ばれる基準点を作り出している。その基準点より現存個体数が少なければ，

一気に根絶に追い込み，そうでなければ外来種個体数を放置するという戦略が最適戦略となる。ま

た，過程誤差の程度が大きくなるにつれて，Skiba pointが原点に近づいていくことが伺える。本稿

に記載していないが，zg を 1に近づけると，完全放置，つまり，どの現存個体数に対しても捕獲活

動を行わないことが最適となることも確認した。これらの議論は以下のような結果にまとめられる。

結果 3.7 （過程誤差の最適戦略への影響：根絶の場合）過程誤差の程度 zg が大きくなるにつれ，

Skiba pointが出現し，原点に近づいていく。Skiba pointより現存個体数が少なければ，一気に根

絶に追い込み，そうでなければ個体数を放置するという戦略が最適戦略となる。

この定性的な結果に対する説明は，前サブセクションとほぼ同様のものである。つまり，過程誤差
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の程度が大きければ大きいほど，費用をかけて捕獲をする必要はなくなるということである。むし

ろ，過程誤差によって根絶に追い込むのにちょうど良い個体数に減少するまで待ち，その機会を得

た時に根絶に追い込むことがより効率的である。他の関数やパラメータセットを用いて感度分析も

行ったが，定性的な結果は同じであった。

4 測定誤差

このセクションでは，過程誤差を考慮し分析した前出の動学モデルに測定誤差を加えて分析を行

う。測定誤差が存在する場合，Sethi et. al.（18）も述べているように解析的な分析は困難である。

よって，このセクションでも全般的に数値計算実験の結果による分析が中心となる。

測定誤差 Zm
t の確率分布は，[1− zm, 1 + zm], zm ∈ [0, 1)のサポートを持つ一様分布とし，マル

コフ性を満たすものとする。zm は測定誤差の程度を表し，それが大きいと，式（2）に基づいて確

率的に間違った個体数推定値が出力される可能性が高くなる。つまり，zmが大きいほど，真の個体

数 xt とかけ離れた個体数推定値mt を基に捕獲戦略を決めなければならない。

このセクションでも，過程誤差の議論と同様に，決定論において（i）取り残し一定戦略が最適の

場合と（ii）根絶戦略が最適の場合に分けて，測定誤差が最適捕獲戦略に与える影響を分析する。二

つの測定誤差の程度 zm ∈ {0.25, 0.50}の影響を数値計算実験の結果で示した上で，測定誤差がない
場合との比較検討を行う。

4.1 取り残し一定戦略の場合

このサブセクションでは，決定論で取り残し一定戦略が最適である状況に着目し，測定誤差の存

在が最適戦略にどのような影響を与えるのかを分析する。そのため，結果を常に二パターン提示し

ていく。一つは，ベースケース，つまりこれまで過程誤差の分析で用いた関数とパラメータセット

を用いる場合である。もう一つはサブケース，つまりベースケースのパラメータセットと比して社

会損失関数で用いられた a2 = 2を単に a2 = 1と変更したケースの結果を提示する。この二パター

ンの結果を示す理由は，一つは感度分析，もう一つは同じ定性的な結果が得られるかどうかを確認

するためである。

図 4と図 5は，測定誤差と過程誤差が同時に存在する場合の最適戦略を示している。図 4がベー

スケース，図 5がサブケースに対応している。各図は，六パネル提示してあり，左側の三パネルが

測定誤差の程度 zm = {0, 0.25, 0.5}を固定し，過程誤差の程度を zg = {0.25, 0.5, 0.75}と動かした
ときの結果を，そして右側の三パネルは反対に過程誤差の程度 zg = {0.25, 0.5, 0.75}を固定し，測
定誤差の程度を zm = {0, 0.25, 0.5}と動かしたときの結果を示している。
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図 4 ベースケース（取り残し一定戦略の場合）:

過程誤差と測定誤差の存在下での最適捕獲戦略 [Fix zm(Left); Fix zg(Right)]
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この図の見方で留意すべき点は，過程誤差のセクションとは最適戦略の表示方法が異なることで

ある。当セクションでは取り残し量 sが縦軸ではなく，目標捕獲個体数 yが縦軸に設定されている。

この表示法を採用した理由は，測定誤差が存在すると真の個体数 xtは常に未知であるため，特定の

取り残し量を確率 1で達成することは不可能であることに起因している。言い換えると，測定誤差

が存在すれば，政策決定者が確実にとれる行動は，あくまで目標捕獲個体数の設定でしかなくなって

しまう。そのため，最適戦略が依存する要素は，現存個体数 xtではなく，個体数推定値mtとなる。

この最適戦略の表示方法において，取り残し一定戦略は，個体数推定値がターゲットレベルに到

達するまで目標捕獲個体数をゼロと設定し，一旦個体数推定値がターゲットよりも大きくなったと

きに傾き 1で大きくなった分だけ捕獲するというグラフで示される。その例が図 4における zm = 0

のパネルで示されている最適戦略である。これは図 2で示した取り残し一定戦略と同じ結果を表示
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図 5 サブケース（取り残し一定戦略の場合）:

過程誤差と測定誤差の存在下での最適捕獲戦略 [Fix zm(Left); Fix zg(Right)]
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しており，異なるのは縦軸のみである。

測定誤差が最適戦略に与える影響について，主に四つの定性的結果を順に示すこととする。

結果 4.1 測定誤差が存在すれば，取り残し一定戦略は最適ではない。

これは，図 4と図 5より確認できる。測定誤差が存在しなければ，不確実性は過程誤差のみなので，

取り残し一定戦略が最適であり続けることは，前セクションで述べた。しかし，測定誤差が存在す

ると，ある個体数推定値の基準点m∗
t までは，目標捕獲個体数をゼロに設定し，一度その基準推定

値を超えると目標捕獲個体数を個体数推定値に対して，非線形（凸型）で変化させていくことが最

適となる。また，測定誤差の程度が大きい場合，つまり zm = 0.5の場合は特に取り残し一定戦略か
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らのズレが明瞭になる。

結果 4.2 測定誤差の程度 zm が十分に大きい状況では，過程誤差の程度 zg の増加とともに，目標

捕獲個体数をより大きく設定することが最適となる。

図 4と図 5の左側の三パネル，つまり zmを固定し zg を動かした場合の最適戦略の変化は上述の結

果を示唆している。測定誤差が存在しない場合（zm = 0），過程誤差の程度が増加するにつれ，捕

獲をより控えるのが最適であった。しかし，測定誤差が十分に大きい場合（zm = 0.5），過程誤差の

程度が増加するにつれ，目標捕獲個体数を増加すべきであることが伺える。つまり，過程誤差の最

適戦略への影響は測定誤差の程度に大きく依存するという結果が示されている。

この結果に対する背景は以下のように説明されうる。測定誤差が存在しなければ，政策決定に影

響を与える不確実性は過程誤差のみである。この場合，不確実性による利得への影響は，過程誤差

による翌期，そして将来の利得に関してのみであり，今期の利得には不確実性は伴わない。一方，測

定誤差が存在すると将来の利得だけでなく，今期の利得も不確実を伴うこととなる。つまり，測定

誤差の程度が大きくなると，過程誤差の増大にともなって今期の利得に関する不確実性がより増大

していく。この場合，今期の利得に関する不確実性から生じる損益に対しても，より注意を払わな

ければならなくなる。よって，測定誤差が大きい状況で，過程誤差を大きくしていくと翌期のみな

らず，今期の利得に関するリスクが増大する。今期の利得に関するリスクを制御するため，過程誤

差の上昇とともに目標捕獲個体数もより大きく設定することが望ましくなる。

結果 4.3 測定誤差の程度が増加するにつれて，個体数推定値mt に対する目標捕獲個体数の設定

の感度はより鈍化する。

この結果は，図 4と図 5の右側の三パネル，つまり zg を固定し zm を動かした場合の最適戦略の変

化より理解できる。過程誤差の程度を固定させ，測定誤差の程度を大きくした場合，最適戦略にお

ける目標捕獲個体数 yt の個体数推定値mt に対する傾きが小さくなる。

測定誤差の程度 zmは，個体数推定精度の指標と理解できる。同じ個体数推定値mtを得たとして

も，測定誤差の程度が大きいほど，そのmt に基づいた一個体捕獲した場合の価値はより小さいと

考えられる。なぜなら，より不正確な情報により捕獲を行うことは，望ましい捕獲を阻害すること

に他ならないためである。手元にある情報がより不正確であればあるほど（zm が大きくなればなる

ほど），捕獲を行う価値は減少する。個体数推定値の上昇と伴に個体数に関する情報はより不正確に

なるため，上記のような結果を得るに至る。
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結果 4.4 目標捕獲個体数をゼロとするか否かの個体数推定値の基準点m∗
t は測定誤差の程度 zm

により影響を受ける。

図 4と図 5の右側三パネルは，この結果を示唆している。測定誤差の程度が zm = 0.25のように大

きくない場合には，過程誤差のみの場合と比して，その個体数推定値の基準点に大きな差異は認め

られない。しかし，zm = 0.5のように測定誤差の程度を大きくすると，その基準点が大きく影響

を受ける場合がある。特に，図 4と図 5の過程誤差を zg = 0.75に固定したパネルはそれぞれ，測

定誤差の程度の増加に伴って，m∗
t が小さくなる場合に対応している。過程誤差を zg = 0.75に固

定した二つのパネルを見ると，その基準点の近傍において，zm = 0.5の場合の目標捕獲個体数は，

zm = {0.25, 0}の場合と比して，より高く設定されている。しかし，ある一定以上個体数推定値mt

が大きくなると，zm = 0.5の場合の目標捕獲個体数を，zm = {0.25, 0}の場合と比して，より低く
設定することが最適となる。この結果は前出の結果でも述べたように，zmが上昇するにつれ，情報

の不確実性が増加することに起因しており，外来種からの被害が大きい場合（a2 = 2）に顕著に起

こりうると考えられる。また，図 5の過程誤差を zg = 0.25に固定したパネルでは，測定誤差の程

度の増加に伴って，m∗
t が大きくなる状況を示している。このような状況は，サブケースのように社

会被害（a2 = 1）が小さく，情報の不正確さの悪影響が他の要因（社会損失等）より優先している場

合に起こりうる。

4.2 根絶戦略の場合

このサブセクションでは，決定論で根絶戦略が最適である場合に，測定誤差の存在が最適戦略に

どのような影響を与えるのかを分析する。図 6と図 7はそれぞれ過程誤差のセクションで分析した

パラメータセットと関数形を用いて，そこに測定誤差を加えて数値計算実験を行った結果を示して

いる。ここで，図 6はベースケースで，図 7はサブケースの結果に対応している。留意すべき点は，

前サブセクションと同様に，最適戦略の表示において，縦軸として目標捕獲個体数を用いていると

いうことである。測定誤差が存在するとき，即座に根絶を狙うことは，目標捕獲個体数を正の確率

で起こり得る最大の真の個体数に設定することと同じことである。よって根絶を狙うという戦略は，

図 6と図 7では，個体数推定値のmtに対し，線形に目標捕獲個体数を設定している場合である。ま

た，完全放置の戦略は，目標捕獲個体数をゼロに設定することである。

決定論の場合，ベースケースでは全ての個体数に対し即座の根絶が最適であるのに対し，サブケー

スでは，Skiba pointがある個体数 4.0あたりで存在し，現存個体数がそれ以下であれば根絶，それ

以上であれば完全放置が最適となる。まず，過程誤差のセクションでも示した通り，図 6と図 7の

測定誤差がない状況では，過程誤差の程度 zg が大きくなればなるほど，Skiba pointが出現し，か
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図 6 ベースケース（根絶戦略の場合）:

過程誤差と測定誤差の存在下での最適捕獲戦略 [Fix zm(Left); Fix zg(Right)]
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つ原点に近づいて行くことに留意する。

図 6 と図 7の測定誤差が存在する場合のパネルに着目すると，どのような比較基準を適用しても，

測定誤差が存在するとき，過程誤差のみの場合で示されたような Skiba pointに関する明瞭なパター

ンは見受けられない。図 6 と図 7は，測定誤差の程度 zmが Skiba pointの位置に影響を与えている

ことを示している。しかし，その影響に関してシステマティックなパターンは見受けられず，唯一，

傾向があるとすれば，測定誤差の程度が大きい場合，過程誤差の程度の変化に対する Skiba point

の位置の変化が鈍化していることくらいであろう。

5 不確実性の評価関数への影響

このセクションでは，不確実性下での動学モデルで定義された評価関数 v(mt)，即ち，政策決定
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図 7 サブケース（根絶戦略の場合）:

過程誤差と測定誤差の存在下での最適捕獲戦略 [Fix zm(Left); Fix zg(Right)]
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者が最適戦略を実行し続けた際に獲得する長期的社会厚生の現在価値が各々の誤差によってどのよ

うな影響を受けるのかを考察する。前セクションと同様に，決定論で取り残し一定戦略が最適の場

合と根絶戦略が最適の場合の二つに場合分けし，結果を提示する。

5.1 取り残し一定戦略の場合

決定論で取り残し一定戦略が最適の場合を考察する。図 8と図 9は，順にベースケースとサブケー

スの結果を提示している。双方の図を見比べた時，評価関数と各々の誤差の関係性について，明快

なパターンが見受けられる。はじめに，図 8と図 9の左側三パネルは，測定誤差の程度を固定し，

過程誤差の程度を動かしたときの評価関数への影響を描写している。共通点は，過程誤差の程度が

大きくなるにつれ，評価関数が上方にシフトしていることである。これは，過程誤差の程度が大き
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図 8 ベースケース（取り残し一定戦略の場合）：
評価関数 [Fix zm(Left); Fix zg(Right)]
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いほど，最適戦略に伴う社会費用の期待値を低くすることが可能なことを意味している。

結果 5.1 （過程誤差の評価関数への影響：取り残し一定戦略の場合）過程誤差の程度 zg の増加は，

評価関数へ正の影響を与える。

次に，図 8と図 9の右側三パネルは，過程誤差の程度 zg を固定し，測定誤差の程度を動かした

ときの評価関数への影響を表している。共通した定性的結果は，測定誤差の程度が大きくなるにつ

れ，評価関数が下方にシフトしている点である。これは，直感的な理解とも一致する。つまり，現

在の個体数推定値の誤りが大きければ大きいほど，如何に政策管理者がその誤差に基づいて最適戦
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図 9 サブケース（取り残し一定戦略の場合）：
評価関数 [Fix zm(Left); Fix zg(Right)]
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略を実行しても，そこから得られる社会損失の期待値は常に大きくならざるを得ないということで

ある。この結果は，漁業管理問題において以前に示された Clark and Kirkwood（3）の結果と一致

している。

結果 5.2 （測定誤差の評価関数への影響：取り残し一定戦略の場合）測定誤差の程度 zm の増加は，

評価関数へ負の影響を与える。

5.2 根絶戦略の場合

次に決定論で根絶戦略が最適である場合に着目する。ここでは，ベースケースについてのみの結
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図 10 ベースケース（根絶戦略の場合）：
評価関数 [Fix zm(Left); Fix zg(Right)]
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果を提示する。その理由は，取り残し一定戦略が最適の場合に比して，明快な定性的結果が得られ

なかったためである。図 10は各々の誤差の度合いが評価関数に与える影響を示している。左側三

パネルは，測定誤差の程度を固定し，過程誤差の程度を動かした場合，また，右側三パネルは，逆

に，過程誤差の程度を固定し，測定誤差の程度を動かした場合の結果を表している。

測定誤差が存在する場合，測定誤差と過程誤差が評価関数に与える影響は非常に複雑になる。図

10は，誤差の程度を動かしても評価関数がシフトするのではなく，お互いにクロスしていることを

示している。つまり，各々の誤差が社会的損失の現在価値を上昇させるのかどうかを判断すること

は，一般的に困難であることを意味している。

但し，測定誤差が存在しない（zm = 0）の場合は，過程誤差の程度が大きくなると，評価関数は上
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方にシフトすることが分かった。しかし，一旦，測定誤差が存在すると，このような明快なパターン

は全く見受けられず，評価関数同士が複雑に交差する場合が殆どであった。故に，結論として，根絶

を目指す状況では，各々の誤差が評価関数に正の影響を与えるか否かについての判断は困難である。

6 討論

本稿は，過程誤差と測定誤差という二つの不確実性を考慮した外来種管理の離散時間動学モデル

を構築し分析した。前述の結果は，解析的分析と数値計算実験に基づくものである。特に，測定誤

差が存在すると，動的計画法・最適制御理論による解析的特徴付けは難しくなり，数値計算実験が

唯一の分析手法であることに留意すべきである。故に，特殊な関数や分布を用いれば，我等が提示

した数値計算実験とは反対の結果が出てくる可能性も否定できない。しかし，我々は，再生可能資

源管理で一般的である自己増殖関数や社会損失関数，またパラメータの値も幅広く動かす事により，

本稿で提示した結果の頑健性も確認してある。

外来種管理は，近年注目され始めた問題であるが故に，その重要性にも関わらず，経済分析や管

理手法は未だ十分に解析されていない。特に，複数の不確実性に着目し，捕獲管理戦略について議

論をした論文は，本稿が初めてであろう。特に我々が取り上げた測定誤差は，殆どの外来種管理で

は共通の特徴であるものの，その最適管理戦略への影響は分析されていなかった。本稿では，測定

誤差はマルコフ性を満たし，かつ政策決定者も今期の個体数推定値にのみに基づいてアクションを

決定するという仮定を置き数理モデルを構築した。将来の研究課題は，この仮定をより現実に近づ

け分析することであろう。多くの資源管理では，過去の推定値に基づき現存個体数の推定値を決定

している可能性がある。この場合カルマンフィルターの手法が必要になる。つまり，最適なフィル

ターデザインとは何か，という課題である。そして，そのフィルターに基づいた最適戦略を導出す

ることは，現実の資源管理にとって，有益な示唆を与えるものと信じている。

（横浜国立大学大学院環境情報研究院，日本学術振興会特別研究員）
（国際大学大学院国際関係学研究科講師）
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